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委員長インタビュー

経済格差を教育格差につなげないために

教育問題委員会

教育問題委員会の提言
13-14ページに掲載

経済同友会は、創立当初から教
育問題にかかわってきました。今回
で、実に31本目の提言となります。
今回の提言の主題は、高等教育にお
いて広がりつつある「経済格差と教
育格差」の問題です。本来安価であ
るべき国立大学の授業料が70年代
以降大幅に値上がりしたことに加
え、長引く不況によって可処分所得
が減少し続けていることなどが、家
計を圧迫しています。このため、成
績優秀な学生や学習意欲の高い学
生であっても、経済的な理由によっ
て大学進学を断念せざるを得ない
ケースが増えています。これまで家
計が相当無理をして大学進学コス
トを負担してきましたが、今や家計
の負担も限界に達しつつあります。
このままでは、親や家庭の経済的な
格差が、子どもの学力や教育水準の
格差につながり、ひいては経済的な
格差を次世代に継承することにな
りかねません。私たちはこのような

事態を重く見て、高等教育の教育コ
ストに対する家計負担の軽減策に
ついて提言をとりまとめました。

日本学生支援機構の貸与奨学金
制度は、これまで高等教育の機会
均等に貢献してきました。しかし、
当該制度では、奨学生数を学校毎
に割り当てる学校割当制を採って
いるため、受給条件を満たしても
受給できない場合が生じることや、
ローン型奨学金であるため、返済
負担を恐れて進学しない学生がい
ることなど、機会均等の点で問題
があることも事実です。
これらの問題を解消するために、
本提言では、学校割当制を撤廃し、
受給条件を満たした希望者全員に
貸与奨学金を与えることを求めてい
ます。併せて、成績優秀者への返済
免除や、年収に応じて返済額を減免
するような仕組みも提案しています。
これらに加えて、返済を必要とし

ない「給付奨学金制度」を新たに設
けることも提言しています。給付奨
学金については、新たに公財政負
担が発生するため、「親の所得が400
万円以下、センター試験の上位15%
以内」といった選抜基準を設けるな
ど、厳格な運用を求めています。ち
なみに給付奨学金にかかるコスト
を試算したところ、約700億円の公
財政負担が生じることになります
が、諸外国での給付奨学金の導入
状況との比較や、高等教育の機会
均等とわが国の将来を支える人材
を育てる観点から、この程度の負担
はやむを得ないと考えています。
ただ、奨学金制度を充実させて大
学進学を支援しても、大学の教育内
容が低質であればまったく意味はあ
りません。大学教育の「質の保証」は
最低条件であり、経済同友会として
も、学生を採用する産業界の立場か
ら、大学教育や学生の「質の保証」を
重要課題と位置付け、今後議論を深
めていく必要があると考えています。

大学進学の機会均等を
阻害する経済格差

社会経済情勢を踏まえ
奨学金制度の改革を
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